Ⅰ　　学　校　法　人　管　理　運　営　関　係　の　法　令

１　学校法人の役員（理事・監事）
1 役　員
	寄附行為
	留意事項

	（役員）

第５条　この法人に次の役員を置く。　

　(1)  理事　　　○人

　(2)  監事　　　○人

２　理事のうち１名を理事長とし、理事総数の過半数の議決により選任する。理事長の職を解任するときも同様とする。

３　理事（理事長を除く。）のうち○人を常務理事とし、理事総数の過半数の議決により選任する。常務理事の職を解任するときも、同様とする。
	１　理事定数に巾をもたせることも可能

　例　○人以上○以下

　・選任区分との整合に留意

　・巾が広すぎると定めない状態と同じであるので留意すること。

２　租税特別措置法第４０条の特例の規定を受けようとする場合は、理事定数を６名以上とする必要がある。


2 理事・監事の選任、兼職禁止


	寄附行為
	留意事項

	（理事の選任）

第６条　理事は、次の各号に掲げる者とする。

(1)  ○○学校長

　(2)　評議員のうちから評議員会において選任した者　○人

(3)  学識経験者（校長又は評議員である者を除く。）のうちから理事会において選任した者　　○人

２　前項第１号及び第２号の理事は、校長（園長）又は評議員の職を退いたときは、理事の職を失うものとする。

　（監事の選任）

第７条　監事は、この法人の理事、職員（校長（園長）、教員その他の職員を含む。以下同じ。）又は評議員以外の者であって、理事会において選出した候補者のうちから、評議員会の同意を得て、理事長が選任する。
（役員の親族関係者等の制限）

第８条　この法人の理事のうちには、各理事について、その親族その他特殊の関係にある者が１人を超えて含まれてはならない。

２　この法人の監事には、この法人の理事及び評議員の親族その他特殊の関係にある者が含まれてはならない。

３　監事は、相互に親族その他特別の関係のある者であってはならない。
	１　複数の学校を設置し、校長が複数いる場合は、寄附行為により１名又は複数とすることが可。
２　｢学校法人等の寄附行為及び寄附行為変更認可に関する審査基準｣の要件規定に留意。

・第４(1)　理事及び監事は、学校法人の管理運営に必要な知識又は経験を有する者であるとともに、学校法人の理事及び監事としてふさわしい社会的信望を有する者であること｡また､単に名目な者でなく､私立学校法及び寄附行為に規定する役員の職務を果たし得る者でなければならないこと。

３　再任する場合には、任期切れの都度、評議員選出理事にあっては評議員会、学識経験者選出理事にあっては理事会、監事にあっては、理事会において選出した候補者のうちから評議員会の同意を得て、理事長が選任という選任手続きを行う。（別紙１）
４　再任の場合、理事長の選任も併せて行う｡

５　再任の場合、理事長ほか代表権を持つ理事の重任登記を行う。
６　役員（理事長・理事・監事）の選任手続きを行った場合は、再任の場合でも県に役員変更届を提出すること。

	７　理事は、第６条に規定する選任区分に従って選出される。

　→　例　校長を退いたため退任となる理事(第1号)を、引き続き学識経験者から選出の理事(第3号)とする場合には、改めて理事会の選任決議が必要となる。

８　学識経験者理事は、校長、評議員以外から選任する。
９　監事は、理事、職員、評議員以外から選任する。

10　｢学校法人等の寄附行為及び寄附行為変更認可に関する審査基準｣の兼職禁止規定に留意。

・第４(2)　理事及び監事は、他の学校法人の理事又は監事を２以上兼ねていない者であること。

（文部科学省所管法人にあっては、４以上）

・第４(3)　理事長は、他の学校法人の理事長を２以上兼ねていない者であること。　

→　兼務できるのは本法人を含めて２法人まで
11　理事及び監事は、学校教育法第９条の規定（校長、教員の欠格事由）の適用を受ける。

・第９条　次の各号のいずれかに該当する者は、校長又は教員となることができない。

　(1) 成年被後見人又は被保佐人

　(2) 禁錮以上の刑に処せられた者

　(3) 教育職員免許法第10条第1項第2号（公立学校教員に対する懲戒処分）に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効の日から三年を経過しない者
　(4) 教育職員免許法第11条第1項（国私立教員の公立学校教員の懲戒処分事由相当の事由による解雇）又は第2項（故意の法令違反、重大な非行）の規定により免許状取上げの処分を受け、三年を経過しない者

　(5) 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

12　選出区分、任期等を明確にするため、役員名簿を作成すること。（別紙２）
13　理事定数に、幅をもたせる場合には、次のような寄附行為の選任規定になる。

・例(1) 校長

　　(2) 評議員のうちから評議員会において選出した者　　２人以上３人以下

　　(3) 学識経験者のうちから理事会において選出した者　２人以上３人以下

→　この場合、理事定数の規定は、「５人以上７人以下」となる。

14　理事又は監事には、少なくとも１名以上外部役員（選任の際現に当該学校法人の役員又は職員でない者）が含まれるようにしなければならない。但し、現在の役員のうち、当該役員が最初の選任の際、外部の者であれば、当該役員は、再任の際現に外部役員とみなされる。従って当該者を含め全員再任されれば法に抵触しない。但し、本条項の趣旨は、学校運営に学校関係者以外の多様な意見を取り入れる観点から導入されたものであるので、相当長期間役員体制が変動しないことは趣旨にそぐわないことに留意する。

15　理事相互に、親族等特殊関係にある者は１名まで。理事・監事間に親族等特殊関係はあってはならない。また、監事相互に親族等特殊関係はあってはならない。

16　三親等内親族を図にすると次のとおり。但し寄附行為作成例では、制限の範囲を親族としており、法の規定より拡大していることに留意。（親族：６親等内の血族、配偶者、３親等内姻族）
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17　「特殊の関係にある者」：①事実上婚姻関係にある者②役員から受ける金銭によって生計維持している者③前記①、②の親族で生計を一にしている者④学校法人役員が役員となっている他の法人の役員又は使用人など（租税特別措置法施行令第25条の17）



3 役員の任期

	寄附行為
	留意事項

	（役員の任期）

第９条　役員（第６条第１項第１号に掲げる理事を除く。以下この条において同じ。）の任期は、○年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。

２　役員は、再任されることができる。

３　役員は、任期満了の後でも、後任の役員が選任されるまでは、なお、その職務を行う。
	１　任期は「４年」の例が多い。
２　校長理事は、在職期間中在任。

３　就任日＝役員就任を承諾した日
　通常は、前任者の任期満了日の翌日に就任することの事前承諾を得ておくことが多い｡

４　特段の定めがない場合、任期の起算日は就任日の翌日（初日不算入）
５　本条３項による理事は、理事総数に含む。


4 理事・監事の補充
	寄附行為
	留意事項

	（役員の補充）

第１０条　理事又は監事のうち、その定数の５分の１を超える者が欠けたときは、１月以内に補充しなければならない。
	１　「欠けたとき」とは、役員の死亡、辞職、任期満了などを指す。

２　理事・監事定数の５分の１をこえなければ補充しなくてもよいということではない

	３　定数に幅がある場合には、少ない方を定数とみる。

・例　理事定数　10～15人の場合、理事現員が7人以下だと抵触（10人×1/5=2人を超えた場合）。

４　理事現員が幅のある定数を満たしていても、選任区分上に欠員があれば補充しなければならない
・例　理事定数：10～15人　→　現員：12人
　　この内訳　校長：1人→：1人　評議員：5～8人→：8人

学識経験者：4～6人：3人=>１人欠員　　　　



5 役員の解任及び退任

	寄附行為
	留意事項

	（役員の解任及び退任）

第１１条　役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、理事会における理事総数の４分の３以上の議決及び評議員会の議決により、これを解任することができる。

　(1) 法令の規定又はこの寄附行為に著しく違反したとき。

　(2) 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき。

　(3) 職務上の義務に著しく違反したとき。

(4) 役員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。

２　役員は、次の事由によって退任する。

　(1) 任期の満了。

　(2) 辞任。

　(3) 学校教育法第９条各号に掲げる事由に該当するに至ったとき。
	１　理事会の解任要件は理事総数の４分の３以上。書面であらかじめ意思表示した者も出席者とみなされる。
２　評議員会の議決要件は出席理事の過半数

３　第１号、第３号、第４号について軽微な違反、非行の場合は議決要件を満たしても解任できない。（解任権の乱用にあたる）
４　任期満了前に辞任する場合は、書面で辞任届を徴すること。
５　欠格条項に該当するに至ったときは失職する。


6 職　務

	寄附行為
	留意事項

	（理事長の職務）

第１２条　理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。

　（常務理事の職務）

　第○条　常務理事は、理事長を補佐し、この法人の職務を分掌する。

（理事の代表権の制限）

第１３条　理事長以外の理事は、この法人の業務について、この法人を代表しない。

（理事長職務の代理等）

第１４条　理事長に事故があるとき、又は理事長が欠けたときは、あらかじめ理事会において定めた順位に従い、理事がその職務を代理し、又はその職務を行う。

（監事の職務）

第１５条　監事は、次の各号に掲げる職務を行う。

(1)この法人の業務を監査すること。

(2)この法人の財産の状況を監査すること。

(3)この法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後２月以内に理事会及び評議員会に提出すること。
(4)第１号又は第２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実があることを発見したときは、これを長野県知事に報告し、又は理事会及び評議員会に報告すること。

(5)前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して評議員会の招集を請求すること。

(6)この法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席して意見を述べること。
	１　理事長以外の理事に代表権を付与する場合には、例えば「常務理事は、理事長　　　を補佐し、この法人を代表する」など、代表権の付与について記載する。
また、理事長以外の理事への代表権の付与については、「従たる事務所の業務についてのみ代表する」など、法人の業務の一部を代表することも可能。
２　平常時に、理事会で職務代理の順を定めておくこと。
３　監事は、会計関係監査のほか業務監査を行う。教学面も監査対象。但し、個々の教員の教育・研究内容は対象外。
４　監査報告書を作成（自署押印による）

５　理事会に出席すること。


２　理事会
1 設置及び運営
	寄附行為
	留意事項

	（理事会）

第１６条　この法人に理事をもって組織する理事会を置く。

２　理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。

３　理事会は、理事長が招集する。

４　理事長は、理事総数の３分の２以上の理事から会議に付議すべき事項を示して理事会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から７日以内に、これを招集しなければならない。

５　理事会を招集するには、各理事に対して、会議開催の場所及び日時並びに会議に付議すべき事項を、書面により会議の７日前までに通知しなければならない。ただし、緊急を要する場合はこの限りでない。

６　理事会に議長を置き、理事長をもって充てる。

７　理事長が第４項の規定による招集をしない場合には、招集を請求した理事全員が連名で　理事会を招集することができる。この場合における理事会の議長は、出席理事の互選によって定める。

８　理事会は、この寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、理事総数の過半数の理事が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。ただし、第１２項の規定による除斥のため過半数に達しないときは、この限りではない。　

９　前項の場合において、理事会に付議される事項につき書面をもって、あらかじめ意思を表示した者は、出席者とみなす。

10  理事会の議事は、法令及びこの寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、出席した理事の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。

11　理事会の決議について、直接の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることができない。
	１　理事会は教学面を含む法人の最高意志決定機関であり、校長も理事会の指揮監督を受ける。
２　理事会は業務の決定機関、理事長は執行機関
３　開催通知は、書面による。事前に議案を送付。開催通知の控え及び議案は相当期間（３年程度）保存する。
４　緊急の場合、会議前７日以内の口頭による通知でもやむを得ない。
５　別段の定め：役員の解任議案、法人の解散など

６　議案について、書面で賛否の意思表示をした者を出席者とみなす。単に、他の理事に委任した者ではないことに留意。（別紙３）
７　単に他の理事に委任した者を出席者とみなすには「他の理事に対する委任状を提出した者」と規定する。

８　第８項の「寄附行為に別段の定めがある場合」も書面による意思表示者は出席者とみなされる。
９　作成例では議長である理事長にも議決権がある。


2 業務の決定

	寄附行為
	留意事項

	（業務の決定の委任）

第１７条　法令及びこの寄附行為の規定により評議員会に付議しなければならない事項その他この法人の業務に関する重要事項以外の決定であって、あらかじめ理事会において定めたものについては、理事会において指名した理事に委任することができる。
	１　全て理事会で決定するのではなく、一定事項については、理事に決裁を委任する。
２　慣行による委任も認められる。


3 議事録

	寄附行為
	留意事項

	（議事録）

第１８条　議長は、理事会の開催の場所及び日時並びに議決事項及びその他の事項について、議事録を作成しなければならない。

２　議事録には、出席した理事全員が署名押印し、常にこれを事務所に備えておかなければならない。
	１　出席理事氏名がわかるように記載。
２　会議開始・終了時刻を記載。

３　審議経過、結論を簡潔に記載し、重要な議論も記載する。
４　議事録は、出席理事全員が自署押印


３　評議員会

1 設置及び運営

	寄附行為
	留意事項

	（評議員会）

第１９条　この法人に、評議員会を置く。

２　評議員会は、○人の評議員をもって組織する。

３　評議員会は、理事長が招集する。

４　理事長は、評議員総数の３分の１以上の評議員から会議に付議すべき事項を示して評議員会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から２０日以内に、これを招集しなければならない。

５　評議員会を招集するには、各評議員に対して、会議開催の場所及び日時並びに会議に付議すべき事項を、書面により会議の７日前までに通知しなければならない。ただし、緊急を要する場合はこの限りでない。

６　評議員会に議長を置き、議長は評議員のうちから評議員会において選任する。

７　評議員会は、この寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、評議員総数の過半数の出席がなければ、その会議を開き、議決をすることができない。

８　前項の場合において、評議員会に付議される事項につき書面をもって、あらかじめ意思を表示した者は、出席者とみなす。
９　評議員会の議事は、この寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、出席した評議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

10　議長は、評議員として議決に加わることができない。
	１　定数上も実際上も２倍をこえる評議員数が必要。

２　２倍ちょうどは「２倍をこえている」状態ではない。

・例　理事定数が10人であるとき、評議員定数は21人以上。

３　理事定数に幅がある場合には、理事現員の２倍をこえる評議員現員が必要。

・例　理事定数が10～15人で現員が12人、評議員定数が21～31人である場合には、評議員が現員で25人以上必要。

（評議員現員＞理事現員×２）

４　開催通知は、書面による。事前に議案を送付する。

５　緊急の場合、会議前７日以内の口頭による通知でもやむを得ない。
６　議案について、書面で賛否の意思表示をした者を出席者とみなす。単に、他の理事に委任した者ではないことに留意。

７　第８項の「寄附行為に別段の定めがある場合」も書面による意思表示者は出席者とみなされる。
８　作成例では、議長に議決権はない。


2 選任及び任期

　
	寄附行為
	留意事項

	（評議員の選任）

第２０条　評議員は、次の各号に掲げる者とする。

　(1) この法人の職員で理事会において推せんされた者のうちから、評議員会において選任した者　　○人

　(2) この法人の設置する学校を卒業した者で、満２５歳以上のもののうちから、理事会において選任した者　　○人

　(3) 学識経験者のうちから、理事会において選任した者　　○人

２　評議員のうちには、役員のいずれか１人と親族その他特殊の関係にある者の数又は評議員のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係のある者の合計数が評議員現在数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。

３　第1項第１号に規定する評議員は、この法人の職員の地位を退いたときは評議員の職を失うものとする。
（評議員の任期）

第２１条　評議員の任期は、○年とする。ただし、補欠の評議員の任期は、前任者の残任期間とする。

２　評議員は、再任されることができる。
（評議員の解任及び退任）

第２２条　評議員が次の各号の一に該当するに至ったときは、評議員会における評議員総数の３分の２以上の議決により、これを解任することができる。

(1)心身の故障のため職務の執行に堪えないとき。

(2) 評議員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。

２　評議員は次の事由によって退任する。　

(1) 任期の満了。

(2) 辞任。
	１　理事会で候補者推薦の議決後、評議員会での議決という手続きが必要。（別紙１）
２　｢25歳以上の卒業者から選任規定｣は、法人の設立時には該当者がいないことから、寄附行為に規定していない場合がある。この場合、その後要件を満たす者がいることになった時は、寄附行為の変更が必要。あらかじめ選任区分を規定し、附則で読替規定を整備しておくことが適当。
３　選任区分、任期等を明確にするため、評議員名簿を作成すること。（別紙２）
４　親族等関係者の制限を設けている。

例：評議員定数10（3分の1を超える数=4）、Ａ役員と親族関係にある評議員１、Ｂ評議員と親族関係のある評議員１　合計３人＜４人でＯＫ。
５　再任する場合には、任期切れの都度、それぞれの選任機関で、再任の決議を行う。

６　職員評議員は、職員を辞した場合失職。
７　｢25歳以上の卒業者から選任｣という規定の代わりに、「生徒の保護者から選任」という規定を設けている場合、生徒が卒業した場合は失職する。任期と選任する保護者の生徒の学年に配慮するなど運用に留意。
８　任期は「４年」の例が多い。



　
3 職　務

　　　

	寄附行為
	留意事項

	（諮問事項）

第２３条　次の各号に掲げる事項については、理事長において、あらかじめ評議員会の意見を聞かなければならない。

(1)予算、借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。）及び基本財産の処分並びに運用財産並びに運用財産中の不動産及び積立金の処分

(2)事業計画

(3)予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄

(4)寄附行為の変更

(5)合併

(6)目的たる事業の成功の不能による解散

　(7)  収益事業に関する重要事項

(8)寄附金品の募集に関する事項

(9)その他この法人の業務に関する重要事項で理事会において必要と認めるもの
	１　私立学校法第42条第1項各号に規定する事項を理事会で審議する場合には、理事長があらかじめ評議員を招集し、意見を聞かなければならない。
２　作成例では諮問事項であるが、議決事項（評議員会＝議決機関）とすることも可能｡
３　「事業計画」追加（H17.4）
４　借入については、理事会、評議員会の審議を経ること。理事長個人から借入する場合も同様であり、金銭消費貸借契約書を作成すること。利息を徴収する場合は利益相反行為に当たるので、学校法人側は県に特別代理人の選任申請を行うこと。
５　納付金の値上げは、理事会・評議員会の審議を経ること。


4 議事録

	寄附行為
	留意事項

	（議事録）

第２５条　第１８条の規定は、評議員会の議事録について準用する。この場合において、同条第２項中「出席した理事全員」とあるのは、「議長及び出席した評議員のうちから互選された評議員２人以上」と読み替えるものとする。
	１　出席者氏名、会議の開始・終了時刻を記録する。

２　会の冒頭、議事録署名人の選任を行う。
３　審議経過、結論を簡潔に記載し、重要な議論も記載する。
４　議事録は、署名人が自署押印。


　
３　その他

1 予算及び決算

	寄附行為
	留意事項

	（予算及び事業計画）

第３２条　この法人の予算及び事業計画は、毎会計年度開始前に、理事長が編成し、理事会において出席した理事の３分の２以上の議決を得なければならない。これに重要な変更を加えようとするときも、同様とする。

（決算及び実績の報告）

第３４条　この法人の決算は、毎会計年度終了後２月以内に作成し、監事の意見を求めるものとする。

２　理事長は、毎会計年度終了後２月以内に、決算及び事業の実績を評議員会に報告し、その意見を求めなければならない。

３　収益事業会計の決算上生じた利益金は、その一部又は全部を学校会計に繰り入れなければならない。
	１　予算は3月31日までに成立させなければならない。

２　開催要件は、理事総数の過半数。
３　決算は、5月31日までに監事の監査を受け、理事会承認を得ること。これによって決算は確定する。

４　監事の監査報告書を作成すること。監事の自署押印による。
５　決算は、理事会承認後、評議員会に報告しその意見を求める。


	６　予算・決算の処理フローは概ね次のとおりとなる。　　　　　　　　　　　　　　　

理事長
→

評議員会
→
理事会
→

理事総数の2/3以上の議決
予算成立
→
予算書提出
予算編成
意見聴取
審議
前年度の3月31日までに成立
県に6月30日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

理事長
→

監事
→

監事の

意見書を添付
理事会
→

理事総数の2/3以上の議決
決算
承認

→

評議員会
→
公　認
会計士

→
計算書類提　出
計算書類作成
監査
審議
意見聴取

翌年度の5月31日まで
監査

県に6月30日まで
７　補助金の交付を受ける学校法人は、私立学校振興助成法の規定により、財務計算に関する書類及び収支予算書を６月３０日までに県に提出する。

８　財務計算に関する書類には、公認会計士又は監査法人の監査報告書を添付する。（一会計年度内に一学校法人に交付される補助金の額が、1,000万円未満で県の許可を受けたときを除く。）




2 書類の備付け及び閲覧

	寄附行為
	留意事項

	（財産目録等の備付け及び閲覧）

第３５条　この法人は、毎会計年度終了後２月以内に財産目録、貸借対照表、収支計算書及び事業報告書を作成しなければならない。

２　この法人は、前項の書類及び第１５条第３号の監査報告書を各事務所に備えておき、この法人の設置する学校に在籍する者その他の利害関係人からの請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。

（書類及び帳簿の備付け）

第４２条　この法人は、第３５条第２項の書類のほか、次の各号に掲げる書類及び帳簿を、常に各事務所に備えて置かなければならない。

　(1)  寄附行為

　(2)  役員及び評議員の名簿及び履歴書

(3) 収入及び支出に関する帳簿及び証ひょう書類

　(4)  その他必要な書類及び帳簿
	１　備えつけておくべき書類は次のとおり。
①財産目録②貸借対照表③資金収支計算書
④消費収支計算書⑤事業報告書⑥監査報告書⑦寄附行為⑧役員・評議員名簿⑨会計帳簿（証拠書類含む）⑩その他必要な書類・帳簿
[閲覧規定(H17.4～)]

２　閲覧対象書類

上記①～⑥。資金収支内訳書、消費収支内訳書についても閲覧が望ましい。人件費内訳表、貸借対照表附属書類（各種明細表）は対象外。

３　閲覧請求のできる者

①生徒②生徒の保護者③教職員④債権者、抵当権者⑤入学意思を明確に確認できる入学希望者
　→これら以外からの請求に対しても柔軟な対応が望ましい。
４　閲覧を拒否できる正当な理由

①明らかに不法、不当な目的である場合

②個人情報

５　閲覧請求書様式例（別紙４）
６　閲覧に供する義務は、最低限の扱いであり、ホームページで情報提供するなど積極的な対応が望まれる。



3 登記

	寄附行為
	留意事項

	（資産総額の変更登記）

第３６条　この法人の資産総額の変更は、毎会計年度末の現在により、会計年度終了後２月以内に登記しなければならない。


	１　資産総額の変更登記について、怠っている法人が多い。原則、毎年必要。

	２　登記しなければならない事項（組合等登記令第２条）

①目的及び業務、②名称、③事務所、④理事長及び代表権を有する理事の氏名、住所及び資格、代表権の範囲に限定がある場合はその範囲⑤存立時期又は解散の事由を定めたときは、その時期又は事由、⑥資産の総額、⑦設置する私立学校、私立専修学校又は私立各種学校の名称。

３　登記事項の変更の時期は、資産の総額にあっては事業年度終了後２ヶ月以内、その他の事項については、変更が生じたときから２週間以内（組合等登記令第６条）
４　登記を怠ったときは、１万円以下の過料に処される。（私立学校法第66条）

５　変更登記が完了したときは、すみやかに県に届出を行う。



4 寄附行為変更手続き

	寄附行為
	留意事項

	（寄附行為の変更）

第４１条　この寄附行為を変更しようとするときは、理事会において出席した理事の３分の２以上の議決を得て、長野県知事の認可を受けなければならない。

２　私立学校法施行規則に定める届出事項については、前項の規定にかかわらず、理事会において出席した理事の３分の２以上の議決を得て、長野県知事に届け出なければならない。
	１　寄附行為変更に係る届出事項

①私立学校の名称変更、学科の名称変更
②事務所所在地の変更③公告の方法

２　作成例第41条第2項は、上記にかかる届出に関する議決要件を定めたもの










私立学校法（役員）


第３５条　学校法人には、役員として、理事５人以上及び監事２人以上を置かなければならない。


２　理事のうち一人は、寄附行為の定めるところにより、理事長となる。











私立学校法（役員の補充）


第４０条　理事又は監事のうち、その定数の５分の１をこえるものが欠けたときは、１月以内に補充しなければならない。





私立学校法（役員の職務）


第３７条　理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理する。


２　理事（理事長を除く。）は、寄附行為の定めるところにより、学校法人を代表し、理事長を補佐して学校法人の業務を掌理し、理事長に事故があるときはその職務を代理し、理事長が欠けたときはその職務を行う。


３　監事の職務は、次のとおりとする。


(1)学校法人の業務を監査すること。


(2)学校法人の財産の状況を監査すること。


(3)学校法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後２月以内に理事会及び評議員会に提出すること。


(4)第一号又は第二号の規定による監査の結果、学校法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実があることを発見したときは、これを所轄庁に報告し、又は理事会及び評議員会に報告すること。


　(5)前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して評議員会の招集を請求すること。


　(6)学校法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席して意見を述べること。











私立学校法（理事会）


第３６条　学校法人に理事をもつて組織する理事会を置く。


２　理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。


３　理事会は、理事長が招集する。理事（理事長を除く。）が、寄附行為の定めるところにより、理事会の招集を請求したときは、理事長は、理事会を招集しなければならない。


４　理事会に議長を置き、理事長をもつて充てる。


５　理事会は、理事の過半数の出席がなければ、その議事を開き、議決することができない。


６　理事会の議事は、寄附行為に別段の定めがある場合を除いて、出席した理事の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。








私立学校法（評議員会）


第４１条　学校法人に、評議員会を置く。


２　評議員会は、理事の定数の２倍をこえる数の評議員をもつて、組織する。


３　評議員会は、理事長が招集する。


４　評議員会に、議長を置く。


５　理事長は、評議員総数の３分の１以上の評議員から会議に付議すべき事項を示して評議員会の招集を請求された場合には、その請求のあつた日から２０日以内に、これを招集しなければならない。


６　評議員会は、評議員の過半数の出席がなければ､その議事を開き､議決をすることができない。


７　評議員会の議事は､出席評議員の過半数で決し､可否同数のときは､議長の決するところによる。


８　前項の場合において、議長は、評議員として議決に加わることができない。





私立学校法（評議員の選任）


第４４条　評議員となる者は、次の各号に掲げる者とする。


(1)当該学校法人の職員のうちから、寄附行為の定めるところにより選任された者


(2)当該学校法人の設置する私立学校を卒業した者で年齢25年以上のもののうちから、寄附行為の定めるところにより選任された者


(3)前各号に規定する者のほか、寄附行為の定めるところにより選任された者


２　前項第一号に規定する評議員は、職員の地位を退いたときは、評議員の職を失うものとする。





=>　結果的に１名欠員となる(13人要)





私立学校法


第４２条　次に掲げる事項については、理事長において、あらかじめ、評議員会の意見を聞かなければならない。


(1)予算、借入金（当該会計年度内の収入をもつて償還する一時の借入金を除く。）及び重要な資産の処分に関する事項


(2)事業計画


(3)寄附行為の変更


(4)合併


(5)� HYPERLINK "http://www.houko.com/00/01/S24/270.HTM" \l "050#050" \t "san" �第50条�第１項第１号（評議員会の議決を要する場合を除く。）及び第３号に掲げる事由による解散


(6)収益を目的とする事業に関する重要事項


(7)その他学校法人の業務に関する重要事項で寄附行為をもつて定めるもの


２　前項各号に掲げる事項は、寄附行為をもつて評議員会の議決を要するものとすることができる。


第４３条　評議員会は、学校法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状況について、役員に対して意見を述べ、若しくはその諮問に答え、又は役員から報告を徴することができる。











私立学校法（寄附行為変更の認可等）


第４５条　寄附行為の変更（文部科学省令で定める事項に係るものを除く。）は、所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。


２　学校法人は、前項の文部科学省令で定める事項に係る寄附行為の変更をしたときは、遅滞なく、その旨を所轄庁に届け出なければならない。





私立学校法（評議員会に対する決算等の報告）


第４６条　理事長は、毎会計年度終了後２月以内に、決算及び事業の実績を評議員会に報告し、その意見を求めなければならない。





私立学校法（登記）


第２８条　学校法人は、政令の定めるところにより、登記しなければならない。


２　前項の規定により登記しなければならない事項は、登記の後でなければ、これをもって第三者に対抗することができない。


３　登記した事項は、登記所において、遅滞なく公告しなければならない。





私立学校法（財産目録等の備付け及び閲覧）


第４７条　学校法人は、毎会計年度終了後２月以内に財産目録、貸借対照表、収支計算書及び事業報告書を作成しなければならない。


２　学校法人は、前項の書類及び第３７条第３項第３号の監査報告書（第６６条第４号において「財産目録等」という。）を各事務所に備えて置き、当該学校法人の設置する私立学校に在学する者その他の利害関係人から請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。





私立学校法（役員の選任）


第３８条　理事となる者は、次の各号に掲げる者とする。


（1）当該学校法人の設置する私立学校の校長（学長及び園長を含む。以下同じ。）


（2）当該学校法人の評議員のうちから、寄附行為の定めるところにより選任された者（寄附行為をもつて定められた者を含む。以下次号及び� HYPERLINK "http://www.houko.com/00/01/S24/270.HTM" \l "044#044" \t "san" �第44条�第１項において同じ。）


（3）前二号に規定する者のほか、寄附行為の定めるところにより選任された者


２　学校法人が私立学校を２以上設置する場合には、前項第１号の規定にかかわらず、寄附行為の定めるところにより、校長のうち、１人又は数人を理事とすることができる。


３　第１項第１号及び第２号に規定する理事は、校長又は評議員の職を退いたときは、理事の職を失うものとする。


４　監事は、評議員会の同意を得て、理事長が選任する。


５　理事又は監事には、それぞれその選任の際現に当該学校法人の役員又は職員（当該学校法人の設置する私立学校の校長、教員その他の職員を含む。以下同じ。）でない者が含まれるようにしなければならない。


６　役員が再任される場合において、当該役員がその最初の選任の際現に当該学校法人の役員又は職員でなかつたときの前項の規定の適用については、その再任の際現に当該学校法人の役員又は職員でない者とみなす。


７　役員のうちには、各役員について、その配偶者又は３親等以内の親族が１人を超えて含まれることになってはならない。


８　学校教育法� HYPERLINK "http://www.houko.com/00/01/S22/026.HTM" \l "009" \t "san" �第９条�（校長及び教員の欠格事由）の規定は、役員に準用する。


（役員の兼職禁止）


第３９条　監事は、理事、評議員又は学校法人の職員と兼ねてはならない。
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